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第３１回職業リハビリテーション研究・実践発表会

第７分科会 雇用の実態・職域拡大
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第３１回職業リハビリテーション研究・実践発表会

AI等の技術進展に伴う障害者の職域変化等に関する調査研究

研究の目的

研究の方法

AI等の技術進展が、雇用に大きな影響を与えることが想定され
る中、障害者が従事している業務の状況や障害者の職域の変化
について把握するとともに、今後の障害者の職域変化等につい
ての考察を行う。【2021～2023年度】

① 有識者ヒアリング 学識経験者、企業、支援機関等23件 （2021年４～９月）

② 研究会の開催 計７回 （2021年10月～2023年7月）

③ 企業アンケート調査 WEB調査、15,000社対象 （2022年８～９月)

④ 企業ヒアリング調査 企業16社 （2022年12月～2023年5月）
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第３１回職業リハビリテーション研究・実践発表会

アンケート調査の概要①

障害者が従事している業務の状況やＡＩ等の技術進展に伴う
障害者雇用への影響等について、国内企業における全体的な
状況を把握する。

調査の目的

調査手法・調査期間

調査の対象

アンケート調査用Webフォームを用いたWeb調査
（2022年８月～９月）

特例子会社562社

令和３年６月１日時点の一覧の全数

企業14,438社（2021年障害者雇用状況報告にお
いて１人以上障害者を雇用している企業から抽出）
にも同調査を実施したが、本発表では割愛
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第３１回職業リハビリテーション研究・実践発表会

アンケート調査の概要②

有効回答数

調査内容

特例子会社235件（有効回答率41.8%)

カテゴリー 調査項目

企業の属性

・ 主たる事業
・ 常用雇用労働者数（令和４年６月１日現在）
・ 特例子会社の有無
・ 就労継続支援Ａ型事業所の有無

障害者の雇
用状況

・ 障害者の雇用状況（令和４年６月１日現在）、直近５年の増減
・ 障害者雇用を行う目的
・ 障害者の配置場所
・ 障害者が従事している業務、具体的内容、直近５年の変化

デジタル機
器等の活用
や業務の状

況

・ デジタル機器等を活用した就労環境の整備や雇用管理の状況
・ 障害者が働く場におけるデジタル機器等の導入等の有無、使用してい
  る障害者の障害種別
・ デジタル機器等を使用した業務（以下「デジタル関連業務」という。）に従事
　している障害者の障害種別、 具体的内容、直近５年の変化
・ デジタル関連業務のうち企画・調整・判断等を伴う業務の有無、具体的内容
・ 障害者がデジタル関連業務を行うこととなったきっかけ
・ 障害者が働く場のデジタル化に当たり活用した機関
・ 障害者が働く場のデジタル化に当たり取り組んだこと

デジタル化
に伴う障害
者雇用への

影響

・デジタル化に伴うこれまでの貴社の障害者雇用への影響
・障害者が働く場のデジタル化の推進における課題
・今後のデジタル化に伴う貴社の障害者雇用への影響
・デジタル化に伴う障害者雇用への影響等についてのご意見・ご要望等
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第３１回職業リハビリテーション研究・実践発表会

企業規模、雇用している障害者の障害種別

企業規模（単一回答）
雇用している障害者
の障害種別（複数回答）

43.0%

29.4%

19.6%

4.3%

1.3%

0.0%

2.6%

43.5人未満

43.5人以上100人未満

100人以上300人未満

300人以上500人未満

500人以上1,000人未満

1,000人以上

無回答 n=235

72.3%

92.3%

81.3%

53.6%

19.6%

11.9%

0.9%

0.0%

0.4%

身体障害

知的障害

精神障害

発達障害

高次脳機能障害

難病

その他

現在は雇用していない

無回答 n=235

＜企業アンケート調査の結果①＞
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第3１回職業リハビリテーション研究・実践発表会

５年前と比較した際の障害種別ごとの増減（それぞれ単一回答）

５年前と比較した際の障害種別ごとの増減

76.6%

31.9%

71.5%

59.1%

40.4%

10.2%

10.2%

20.4%

13.2%

15.7%

14.0%

10.2%

8.9%

8.5%

18.3% 12.8%

20.4%

40.9%

46.8%

43.4%

障害者（全体）

身体障害

知的障害

精神障害

発達障害

高次脳機能障害

難病

その他

増えた 変わらない 減った 現在まで雇用なし 無回答

n=235

＜企業アンケート調査の結果②＞

減少

増加



60%

41%

40%

62%

13%

6%

12%

32%

14%

3%

11%

6%

0%

15%

13%

0%

事務、事務補助

郵便、社内便

印刷、製本

清掃、衛生管理

接客、販売

店舗の品出し、バックヤード

運輸、物流、倉庫

製造、ものづくり

情報システム

医療、福祉、介護

クリーニング、リネン

調理、調理補助

土木、建築作業

農作業、林業、漁業

その他

無回答 n=235
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第3１回職業リハビリテーション研究・実践発表会

障害者が主に従事している業務（複数回答）

障害者が主に従事している業務（選択式）
＜企業アンケート調査の結果③＞
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第3１回職業リハビリテーション研究・実践発表会

障害者が主に従事している業務（３つまで自由記述）

障害者が主に従事している業務（自由記述）

55%

18%

18%

50%

4%

4%

5%

27%

6%

3%

7%

1%

0%

9%

6%

1%

事務、事務補助

郵便、社内便

印刷、製本

清掃、衛生管理

接客、販売

店舗の品出し、バックヤード

運輸、物流、倉庫

製造、ものづくり

情報システム

医療、福祉、介護

クリーニング、リネン

調理、調理補助

土木、建築作業

農作業、林業、漁業

その他

無回答等

33%

4%

8%

21%

6%

2%

6%

16%

9%

2%

4%

0%

0%

6%

6%

27%

15%

4%

7%

4%

1%

0%

1%

7%

0%

2%

0%

2%

0%

0%

3%

66%

n=235

現在従事
している業務

過去５年間に
追加された業務

過去５年間に
減少した業務

＜企業アンケート調査の結果④＞
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第3１回職業リハビリテーション研究・実践発表会

過去５年の業務の追加・減少の状況

過去５年間の の状況により企業類型へ群分け

過去５年間の状況
該当数 企業類型

業務の追加 業務の減少

あり あり 75社(32%) → 変化群

あり なし 96社(41%) → 追加群

なし あり ６社(３%) → 減少群

なし なし 58社(25%) → 安定群

＜企業アンケート調査の結果⑤＞

業務の追加
業務の減少

少数のため
以降の分析
からは除く
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第3１回職業リハビリテーション研究・実践発表会

企業類型ごとの障害者が従事している業務

65%

31%

24%

52%

1%

5%

5%

24%

8%

4%

4%

0%

0%

4%

3%

0%

事務、事務補助

郵便、社内便

印刷、製本

清掃、衛生管理

接客、販売

店舗の品出し、バックヤード

運輸、物流、倉庫

製造、ものづくり

情報システム

医療、福祉、介護

クリーニング、リネン

調理、調理補助

土木、建築作業

農作業、林業、漁業

その他

無回答 n=75

平均

2.3種類

54%

14%

20%

55%

6%

4%

4%

29%

3%

3%

8%

3%

0%

6%

8%

0% n=96

平均

2.2種類

40%

9%

7%

38%

3%

3%

7%

28%

5%

3%

5%

0%

0%

17%

9%

0% n=58

平均

1.7種類

企業類型ごとの障害者が従事している業務(３つまで自由記述)

変化群 追加群 安定群

＜企業アンケート調査の結果⑥＞

種類が
少なめ
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第3１回職業リハビリテーション研究・実践発表会

企業類型ごとの雇用している障害者の障害種別

企業類型ごとの雇用している障害者の障害種別(複数回答)

75%

92%

87%

71%

27%

19%

3%

身体障害

知的障害

精神障害

発達障害

高次脳機能障害

難病

その他
n=75

平均

3.7種類

76%

94%

82%

52%

18%

9%

0%
n=96

平均

3.3種類

64%

91%

72%

34%

12%

5%

0%
n=58

平均

2.8種類

変化群 追加群 安定群

＜企業アンケート調査の結果⑦＞

企業類型の
差が大きい

種類が
少なめ

種類が
多め
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第3１回職業リハビリテーション研究・実践発表会

企業類型ごとのデジタル化の業務への影響

企業類型ごとのデジタル化の業務への影響(それぞれ単一回答)

21%

25%

10%

39%

32%

29%

20%

19%

26%

7%

4%

2%

1% 11%

15%

24%

1%

5%

9%

変化群(n=75)

追加群(n=96)

安定群(n=58)

これまでのデジタル化の影響

プラスの影響が大いにあった

どちらかというとプラスの影響があった

どちらともいえない

どちらかというとマイナスの影響があった

マイナスの影響が大いにあった

特に影響なし

無回答

16%

26%

12%

40%

34%

33%

32%

24%

31%

11%

7%

3% 2%

1%

6%

14%

2%

5%

変化群(n=75)

追加群(n=96)

安定群(n=58)

今後のデジタル化の影響

大いにプラス どちらかというとプラス
どちらともいえない どちらかというとマイナス
大いにマイナスの影響 特に影響なし
無回答

＜企業アンケート調査の結果⑧＞

半数以上が
プラスと回答

マイナスや「どちらとも
いえない」の回答が最も多い
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第3１回職業リハビリテーション研究・実践発表会

考察・まとめ①

特例子会社の状況

 企業規模は100人未満が７割以上を占めた

 雇用する障害者は、身体・知的・精神障害者が中心だったが、

発達障害者の雇用も半数以上で見られた

 多くの特例子会社で雇用する障害者が増えており、障害種別では、

知的・精神障害者が増えており、発達障害者の雇用も増えていた

 雇用する障害者の従事する業務は、清掃、事務、郵便、印刷、製造な

どが中心となっていた

過去５年の業務の変化状況による企業類型ごとの特徴

 変化群と追加群は多様な障害種類の障害者を雇用し、多様な種類

の業務に障害者が従事していた

 安定群は雇用する障害者の障害種類が比較的少なく、少数の種類

の業務に障害者が従事していた
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第3１回職業リハビリテーション研究・実践発表会

考察・まとめ②

デジタル化の業務への影響

 変化群と追加群（どちらも多様な業務に従事する企業群）はデジタル化

の影響をプラスに捉える企業が多かったことから、デジタル化が業

務の拡大に寄与する可能性がある

 そのうち変化群（過去５年間に減少した業務のあった企業群）は、「どち

らともいえない」とマイナスの影響を合わせた回答が最も多かった

ことから、業務が減少した企業では今後のデジタル化の影響につい

て一概にプラスとは言いづらい認識を持っている

 安定群（過去５年間に業務の変化が少ない企業群）はデジタル化の影響

をプラスと感じにくく、今後もプラスのイメージを持ちにくい

以上を踏まえると、デジタル化は業務の拡大と業務の減少の

両方へ関連する可能性はあるが、多くの企業はデジタル化の

業務への影響について期待を持っていることが伺えた


